
女性活躍推進特集

労働者の不誠実な対応等も考慮すると、解雇回避努力を尽くしたと認めるのが相当であり、所属部署の廃止を理由とする解雇は有効
（クレディ・スイス証券事件　東京地裁　令4.4.12判決）

労働判例

「男女の賃金の差異」に係る情報公表の義務化について／労災保険の年金額等の給付スライド率を改定、令和4年8月1日から適用 等
労働法令

経営戦略として
取り組む女性活躍推進
（資生堂／カルビー／日本特殊陶業）

●在宅勤務時に事業場外みなし労働時間制を適用している場合、残業申請があっても残業代は支払わなくてよいか
●頻繁なタイムカードの打刻忘れがある社員の時間外労働はどう把握すべきか
●家族が精神疾患であるとの理由で特例的に残業を免れている社員に対し、証明書の提出を求めてもよいか
●年休の時季変更権を行使する際の「事業の正常な運営を妨げる場合」とは、どのような状態と考えればよいか
●カーシェアリングを利用した自動車通勤を認める際の留意点
●19歳以下のアルバイト雇用につき、成年年齢引き下げに伴い保護者の同意をなくしたが、身元保証書を提出させるべきか
●音信不通となった社員への賃金支払いと雇用保険・社会保険関係の諸手続きはどのように行えばよいか
●本人からの希望がなければ、労災申請をさせなくてもよいか

相談室Q&A

現状と課題から見る女性活躍推進の勘所
実務解説

職場にある「アンコンシャス・バイアス」
実務解説

危機対応と事業継続計画の
策定・見直しの実務

実務解説

2022年賃上げ・夏季一時金の最終結果
実務資料

2022年人事院勧告
賃金資料

人 事・労 務 の 課 題 解 決 メ デ ィア
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